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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第46期

第１四半期連結
累計期間

第47期
第１四半期連結

累計期間
第46期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 633,952 635,706 3,222,686

経常利益又は経常損失（△） （千円） △26,372 △77,999 197,849

親会社株主に帰属する四半期(当期)

純利益又は親会社株主に帰属する四

半期純損失(△)

（千円） 214,248 △73,784 409,750

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 208,102 △70,642 408,247

純資産額 （千円） 1,168,546 1,276,549 1,368,599

総資産額 （千円） 2,524,747 2,472,710 2,529,473

１株当たり四半期(当期)純利益金額

又は四半期純損失金額(△)
（円） 50.74 △17.23 96.03

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 45.9 51.3 53.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 135,178 151,574 251,234

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） 656,872 △21,139 626,500

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 53,192 △4,397 △211,864

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） 1,551,236 1,498,238 1,372,200

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第47期第１四半期潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第46期および第46期第１四半期潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

５．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

（1）プロダクトマーケティング事業

　主要な関係会社の異動はありません。

（2）ビジネスソリューション事業

　主要な関係会社の異動はありません。

（3）IoTソリューション事業

　主要な関係会社の異動はありません。

（4）クラウドソリューション事業

　主要な関係会社の異動はありません。

（5）その他事業

　主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

(1)業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費や設備投資は持ち直しの動きが継続していることか

ら、雇用環境の改善等を背景に、景気は緩やかな回復基調であるものの、米国の政権運営や欧州の政治情勢、ま

た、アジアにおける地政学的リスクの高まりなど、先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループの属する情報サービス産業界においては、ICTを活用して様々なモノ、サービスを繋げることによ

り、新たなイノベーションを創出する政府の成長戦略を背景に、IoT（モノのインターネット化）、AI（人工知

能）、Fintech（ITを駆使した金融サービス）、ビッグデータ等の技術要素が注目されており、これらを取り込み

つつ、地域の活性化、企業活動の高度化、生産性の向上に資するシステムやサービスの提供が求められており、各

産業分野におけるモデル構築、ルールの整備、実装が始まっております。

　このような状況の中、当社グループは、テクノロジーカンパニーとして、最新技術の積極活用による新たなサー

ビス創造及び次世代ソリューションの提供、業務提携及び販売提携の拡充、事業エリアの拡大、人材獲得の拡大と

育成強化への取組みに注力してまいりました。

　この結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の売上高は、６億35百万円（前年同期比0.3％増）となり

ました。利益面につきましては、営業損失78百万円（前年同期は14百万円の損失）、経常損失77百万円（前年同期

は26百万円の損失）となりました。

　四半期純損益につきましては、親会社株主に帰属する四半期純損失は73百万円（前年同期は２億14百万円の利

益）となりました。

 

　主なセグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　「プロダクトマーケティング事業」は、売上高96百万円（前年同期比1.2％減）となりました。これはBIツール

関連商品の売上が増加しましたが、マルチスクリーンディスプレイの大型案件の納期が翌四半期以降を予定してい

ることによるものです。また、映像関連機器において、新たに次世代マルチ情報共有会議システム「Mezzanine

（メザニン）」を日本国内初の取扱い開始となりました。セキュリティ製品においては、ネットワーク可視化シス

テムのWEB対応「NIRVANA-WEB（ニルヴァーナ・ウェブ）」の販売も開始となりました。

　「ビジネスソリューション事業」は、売上高４億４百万円（前年同期比1.2％減）となりました。これは主に各

業種向けの派遣常駐型システム開発及び受託請負型システム開発において、東京圏においては、受注状況は良好で

技術者の稼働状況は高く安定した売上高を継続した一方、地方事業所において、一部のプロジェクトで納品後の対

応が発生したことにより新規の受注活動が遅延したことによるものです。また、機械学習組入れプロダクトの提供

を目指した高度エンジニアリング人材の育成も開始いたしました。

　「IoTソリューション事業」は、売上高１億４百万円（前年同期比7.3％増）となりました。これは主に当社オリ

ジナルのIoTプラットフォーム「KonektiTM（コネクティ）」を投入したことにより、スマートファクトリー（先進

的工場）向けソリューション提案の引合いが増加したことよるものです。

　「クラウドソリューション事業」は、売上高29百万円（前年同期比1.2％増）となりました。これは主に他社ク

ラウドを積極活用した顧客ビジネスの高度クラウド化構築支援、ネットワーク及びビッグデータのコンサルテー

ションの提供に注力し始めたことによるものです。
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(2)財政状態の分析

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末における流動資産は21億92百万円となり、前連結会計年度末に比べ78百万円減少い

たしました。これは主に現金及び預金が１億26百万円、仕掛品が22百万円増加しましたが、受取手形及び売掛金が

２億59百万円減少したことによるものです。固定資産は２億80百万円となり、前連結会計年度末に比べ21百万円増

加いたしました。これは主に有形固定資産が15百万円増加したことによるものです。

　この結果、総資産は24億72百万円となり、前連結会計年度末に比べ56百万円減少いたしました。

（負債）

　当第１四半期連結会計期間末における流動負債は５億35百万円となり、前連結会計年度末に比べ44百万円増加い

たしました。これは主に買掛金が60百万円、賞与引当金が38百万円減少しましたが、その他流動負債が１億49百万

円増加したことによるものです。固定負債は６億61百万円となり、前連結会計年度末に比べ９百万円減少いたしま

した。これは主に長期借入金が７百万円減少したことによるものです。

　この結果、負債合計は11億96百万円となり、前連結会計年度末に比べ35百万円増加いたしました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は12億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ92百万円減少

いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純損失の計上により利益剰余金が減少したことによるもの

であります。

　この結果、自己資本比率は51.3％（前連結会計年度末は53.8％）となりました。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比

較して１億26百万円増加し、14億98百万円となりました。

　当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは１億51百万円の収入（前年同期は１億35百万円の収入）となりました。こ

れは主に売上債権の減少による収入２億59百万円、仕入債務の減少による支出60百万円、税金等調整前四半期純損

失72百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは21百万円の支出（前年同期は６億56百万円の収入）となりました。これは

主に有形固定資産の取得による支出20百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは４百万円の支出（前年同期は53百万円の収入）となりました。これは主に

短期借入金の借入れによる収入22百万円、配当金の支払いによる支出18百万円、長期借入金の返済による支出７百

万円によるものです。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

（基本方針の内容）

　日本ラッドは昭和46年の創業以来、情報化社会の基盤を構築する当社グループの業務を通して、経済の発展と活

力ある豊かな社会の実現に貢献してまいりました。またこの間、ITソリューションプロバイダーとしての開発経

験、ノウハウを蓄積するとともに、顧客、従業員、パートナー企業や最先端技術を保有する国外の大手ソフトウェ

ア開発企業等の取引先、その他ステークホルダーとの間で良好な関係を築いてまいりました。

　当社の事業活動において、お客様の要望に応じた仕様、技術、サービスの面で競合他社との差別化を図るために

は、単なる商品販売、受託開発にとどまらず、コストパフォーマンスに優れたサービスの提供が肝要であります。

そのためには、高度な技術の保有とそのための研究開発、営業および技術のノウハウを有する人材の育成等を重視

し、その上で、その高度な技術を有機的に融合させ、安全で高性能・高品質かつ付加価値の高いシステムを構築、

提供することが必要であり、その実現に向けた体制の構築が、企業価値ひいては株主共同の利益の向上につながる

ものであると考えております。よって、当社の経営にあたっては、専門性の高い業務知識や営業のノウハウを備え

た者が取締役に就任して、法令および定款の定めを遵守しつつ、当社の財務および事業における方針の決定の任に

あたることが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えております。

　近年では、わが国においても、企業の成長戦略として企業買収等の手法が多用されておりますが、当社は、この

ような市場原理に基づく手法は、企業成長に向けたひとつの重要な選択肢であると認識しております。また、金融

商品取引所に株式を上場している企業である以上、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものであり、株式の
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大量買付行為を含む当社の支配権の異動については、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると

認識しております。

　しかしながら、買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価値ひいては株主共同の利益を侵害する恐れのあ

るもの、既存の株主に株式の売却を事実上強要する恐れのあるもの、対象会社の取締役会や株主が買い付けの条件

等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間を提供しないもの等、対象

会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものもあります。当社はこのような大量買付行為は不適切なも

のと考えます。

　以上を、当社の基本方針としておりますが、上記のような要件に該当する当社株式の大量買付行為が行われよう

とした場合において、当社がその大量買付行為に対して反対する旨を表明するにとどまるものであり、原則として

当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることの防止策について、株主総会および取締役会で決議することを

定めるものではありません。

　しかしながら、株主の皆様の意思が正しく反映される環境を確保するために、法令、金融商品取引所等の諸規則

および当社定款に沿って、対抗策等の検討を継続するとともに、当社株式の大量買付行為等についての日常的な確

認活動等を実施し、株主の皆様の共同の利益や企業価値を損なうことがないように、機動的に対応していく所存で

あります。

 

(5)研究開発活動

　当社グループは高度情報化社会における基盤を構築する業務を通じてお客様の利益を創造し、経済の発展と活力

ある豊かな社会の実現に貢献していくため、各分野にわたって将来の製品及びサービスとなる先進技術の研究開発

に取り組んでおります。テーマ別の具体的な研究内容は次のとおりであります。なお、当第１四半期連結累計期間

における研究開発費については、主にIoTソリューション事業に係る研究開発費用１百万円であります。

 

AI（人工知能）

　AIを活用したサービスは通常多大なコンピューティングリソースが必要となり、ソフトウエアベース処理では、

状態変化の検知に時間が掛かる場合があり、例えば映像による検査や防犯監視での利用に制限があります。

　当社は、前期にAIを活用した映像インデックスシステムのファーストサービスを完成させたノウハウを活かし、

高性能カメラと高速コンピューティング技術を組み合わせたFPGA使用の独自のエッジ処理型AI技術で、最新の異常

検知システムの実用化を可能にする研究を開始いたしました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現

在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 4,505,390 4,505,390

東京証券取引所

JASDAQ

（スタンダード）

単元株式数は100株であ

ります。

計 4,505,390 4,505,390 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 4,505,390 － 772,830 － 193,207

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

日本ラッド株式会社(E05054)

四半期報告書

 7/19



（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日である平成29年３月31日の株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　223,800
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,280,500 42,805 －

単元未満株式 普通株式　　　1,090 － －

発行済株式総数 　　　　　4,505,390 － －

総株主の議決権 － 42,805 －

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本ラッド株式会社

東京都港区虎ノ門

２丁目２－５
223,800 － 223,800 4.97

(注）上記の他、単元未満株式が66株あります。なお、当該株式は「①発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含まれて

おります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、アスカ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,372,200 1,498,238

受取手形及び売掛金 688,293 428,441

製品 2,780 2,780

仕掛品 9,201 31,323

原材料及び貯蔵品 7,186 12,415

その他 216,034 249,901

貸倒引当金 △25,092 △30,964

流動資産合計 2,270,604 2,192,136

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,957 8,089

車両運搬具（純額） 12,748 11,672

工具、器具及び備品（純額） 17,781 34,153

有形固定資産合計 38,487 53,915

無形固定資産   

ソフトウエア 29,002 25,244

その他 17,572 22,277

無形固定資産合計 46,574 47,521

投資その他の資産   

投資有価証券 79,036 83,619

その他 140,758 140,634

貸倒引当金 △45,987 △45,117

投資その他の資産合計 173,807 179,136

固定資産合計 258,869 280,573

資産合計 2,529,473 2,472,710
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 155,525 94,755

短期借入金 28,000 50,000

1年内返済予定の長期借入金 28,200 28,900

未払法人税等 36,053 6,234

賞与引当金 53,112 14,837

受注損失引当金 383 1,933

その他 189,253 338,370

流動負債合計 490,528 535,032

固定負債   

長期借入金 19,500 11,750

退職給付に係る負債 428,268 427,745

資産除去債務 2,105 2,112

長期未払金 217,952 217,496

その他 2,519 2,023

固定負債合計 670,346 661,128

負債合計 1,160,874 1,196,160

純資産の部   

株主資本   

資本金 772,830 772,830

資本剰余金 437,909 437,909

利益剰余金 236,777 141,586

自己株式 △103,864 △103,864

株主資本合計 1,343,652 1,248,460

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 16,681 20,086

その他の包括利益累計額合計 16,681 20,086

非支配株主持分 8,265 8,002

純資産合計 1,368,599 1,276,549

負債純資産合計 2,529,473 2,472,710
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 633,952 635,706

売上原価 484,831 535,947

売上総利益 149,121 99,758

販売費及び一般管理費 163,921 178,583

営業損失（△） △14,800 △78,824

営業外収益   

受取利息 10 43

受取配当金 252 316

持分法による投資利益 － 440

補助金収入 － 600

その他 184 176

営業外収益合計 447 1,577

営業外費用   

支払利息 1,456 417

持分法による投資損失 6,418 －

為替差損 1,952 335

その他 2,191 －

営業外費用合計 12,019 752

経常損失（△） △26,372 △77,999

特別利益   

固定資産売却益 240,096 －

違約金収入 － 5,572

その他 80 －

特別利益合計 240,176 5,572

特別損失   

固定資産除却損 － 1

特別損失合計 － 1

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
213,804 △72,428

法人税等 1,580 1,619

四半期純利益又は四半期純損失（△） 212,223 △74,047

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2,024 △263

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
214,248 △73,784

 

EDINET提出書類

日本ラッド株式会社(E05054)

四半期報告書

12/19



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 212,223 △74,047

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,121 3,404

その他の包括利益合計 △4,121 3,404

四半期包括利益 208,102 △70,642

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 210,126 △70,379

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,024 △263
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
213,804 △72,428

減価償却費 7,409 8,305

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7,009 △523

賞与引当金の増減額（△は減少） △37,244 △38,274

貸倒引当金の増減額（△は減少） 479 5,812

受注損失引当金の増減額（△は減少） - 1,550

受取利息及び受取配当金 △263 △359

支払利息 1,459 417

為替差損益（△は益） 14 0

持分法による投資損益（△は益） 6,418 △440

違約金収入 - △5,572

補助金収入 - △600

有形固定資産売却損益（△は益） △240,096 -

固定資産除却損 - 1

売上債権の増減額（△は増加） 400,256 259,852

たな卸資産の増減額（△は増加） △67,085 △27,351

仕入債務の増減額（△は減少） △177,892 △60,769

その他 28,389 100,107

小計 142,658 169,726

利息及び配当金の受取額 294 378

利息の支払額 △1,308 △244

違約金の受取額 - 5,572

法人税等の支払額 △6,465 △23,859

営業活動によるキャッシュ・フロー 135,178 151,574

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,112 △20,344

有形固定資産の売却による収入 666,000 -

無形固定資産の取得による支出 △4,585 △4,704

補助金の受取額 - 600

差入保証金の差入による支出 △780 △540

貸付金の回収による収入 - 4,500

その他 △649 △649

投資活動によるキャッシュ・フロー 656,872 △21,139

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △14,999 22,000

長期借入金の返済による支出 △7,050 △7,050

自己株式の処分による収入 91,400 -

ファイナンス・リース債務の返済による支出 - △446

配当金の支払額 △16,158 △18,901

財務活動によるキャッシュ・フロー 53,192 △4,397

現金及び現金同等物に係る換算差額 △14 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 845,228 126,037

現金及び現金同等物の期首残高 706,007 1,372,200

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,551,236 ※ 1,498,238

 

EDINET提出書類

日本ラッド株式会社(E05054)

四半期報告書

14/19



【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

現金及び預金勘定 1,551,236千円 1,498,238千円

現金及び現金同等物 1,551,236千円 1,498,238千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１.配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 20,407 5  平成28年３月31日  平成28年６月27日 資本剰余金

 

２.株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成28年４月13日開催の取締役会決議に基づき、平成28年４月28日付で、自己株式200,000株の処

分を実施いたしました。この結果、当第１四半期連結累計期間において、自己株式が92,737千円減少し、当第

１四半期連結会計期間末において自己株式が103,773千円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１.配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 21,407 5  平成29年３月31日  平成29年６月26日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

その他

(注)１
合計

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 

プロダ
クトマ
ーケテ
ィング

ビジネ
スソリ
ューシ
ョン

IoTソ
リュー
ション

クラウド
ソリュー
ション

計

売上高          

外部顧客への売上高 97,435 409,424 96,936 29,070 632,866 1,086 633,952 － 633,952

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,982 1,703 － 931 4,616 － 4,616 △4,616 －

計 99,417 411,127 96,936 30,002 637,483 1,086 638,569 △4,616 633,952

セグメント利益又は

損失（△）
2,190 99,633 △6,736 △551 94,535 △12,518 82,016 △96,817 △14,800

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外国為替証拠金取引業等を含んで

おります。

　　　２.セグメント利益又は損失の調整額△96,817千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

     ３.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント

その他

(注)１
合計

調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 

プロダ
クトマ
ーケテ
ィング

ビジネ
スソリ
ューシ
ョン

IoTソ
リュー
ション

クラウ
ドソ
リュー
ション

計

売上高          

外部顧客への売上高 96,276 404,546 104,032 29,408 634,264 1,441 635,706 - 635,706

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,135 4,774 - 29 5,939 - 5,939 △5,939 -

計 97,412 409,321 104,032 29,437 640,204 1,441 641,645 △5,939 635,706

セグメント利益又は

損失（△）
△13,492 52,982 △7,162 252 32,579 △7,960 24,619 △103,444 △78,824

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、外国為替証拠金取引業等を含んで

おります。

　　　２.セグメント利益又は損失の調整額△103,444千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

     ３.セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
50円74銭 △17円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額(△)（千円）
214,248 △73,784

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）

214,248 △73,784

普通株式の期中平均株式数（株） 4,222,249 4,281,524

　（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

金額であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月７日

日本ラッド株式会社

取締役会　御中

 

アスカ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田　　中　　大　　丸 　 ㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 石　　渡　　裕　一　朗　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ラッド株式

会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本ラッド株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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